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市政レポート
平成27年３月議会 ３月６日 代表質問 市長答弁部分抜粋

市長　本年１月に国の認定を受けました
本市の「地域再生計画」は、今日の人口

減少・高齢化の進展による諸課題に対処する
ため、これまでコンパクトシティ政策を基本
とした様々な取り組みを行ってきたことが認
められ、我が国における今後の地方創生に資
するモデルの１つとして、評価をいただいた
ものと受け止めております。
　次に、国の「長期ビジョン」と「総合戦
略」に対する見解につきまして、「長期ビ
ジョン」は、我が国の将来あるべき姿を示し
たものであり、人口減少に歯止めをかけ、①
2060年に１億人程度の人口を確保すること、
②2050年代に実質GDP成長率を1.5％～2％

程度に維持する̶など、具体的な目標値が掲
げられていることから、目指すべき国の将来
像が明確になっているものと考えておりま
す。
　また、「総合戦略」についても、「まち」
「ひと」「しごと」の好循環を確立するた
め、①時代に合った地域をつくり、安心な暮
らしを守るとともに、地域と地域を連携す
る、②地方への新しいひとの流れをつくる、
③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をか
なえる、④地方における安定した雇用を創出
する̶といった基本目標を掲げ、その上で重
要業績評価指標として、①地方における若者
雇用の創出の数、②東京圏から地方への転出
の数、③地方から東京圏への転入の数、④第
１子出産後の女性の継
続就業率̶などが掲げ
られていることから、
地方版総合戦略を策定
するにあたっての方向
性が明確になってお
り、政府の地方創生に
かける本気度や意気込
みが感じられる内容と
なっているものと考え
ております。

1. 地方創生について
　富山市の「地域再生計画」が国
の認定を受け、評価されたことと合
わせて、国が示した「長期ビジョ
ン」と「総合戦略」について、市長
の見解を問う。
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市長　これまで私は、本市が住民に最も
身近な基礎自治体として、自主性と自立

性を高め、住民とともに、地域の個性や特色
を生かしたまちづくりを行うことが肝要であ
ると申し上げてきました。
　その上で、将来の世代に責任が持てるよう 
公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクト
なまちづくりを政策の基本とし、環境にも高
齢者にもやさしい都市を目指すとともに、中
心市街地の活性化を図り、さまざま施策をバ
ランスよく推進しながら、持続可能な総合力
の高い都市の構築に努めてまいりました。
　この基本的な考え方のもと、総合計画をは
じめとする第２期中心市街地活性化基本計画
や環境未来都市の取り組みを着実に進めてま
いりましたが、近年、国連やＯＥＣＤ等の国
際会議の場で本市のまちづくりについて紹介
する機会に恵まれ、国際的にも一定の評価を
いただくなか、昨年は、ロックフェラー財団
から１００のレジリエント・シティとして選
定を受けたところであります。
　今後、大切なことは、外から見て魅力的で
本当に住みよい地域という実態をつくること
であり、そのためには、雇用もある、文化度
も高い、住みよい、安全で犯罪が少ない、失
業率も低いといった都市の総合力というもの
を高めるとともに、そういう実態をシティー
プロモーションを通じて幅広く発信していく
ことが重要であると考えております。
　平成２７年は市制１０周年の節目の年に当
たりますが、引き続き、今ほど述べました政
策の方向性を堅持しながら各種施策を進める
とともに、現在市民のみならず、20年後、30
年後の将来市民の利益についても常に念頭に
置き、その布石となる各種施策の推進にしっ
かりと取り組んでいきたいと考えておりま
す。

市長　今回の教育委員会制度の見直しに
つきましては、教育の政治的中立性、継

続性、安定性を確保しつつ、①地方教育行政
における責任体制の明確化、②地方公共団体
の長と教育委員会との連携の強化、③迅速な
危機管理体制の構築̶などを目的として行わ
れるものであります。
　教育行政に関しては、もとより、地方公共
団体の首長は、予算編成や条例制定などに
よって、一定の関与ができたわけであります
し、加えて、本市では政策調整会議など、
様々な形の協議の場において、教育委員会と
の議論・調整に努めてきたところでありま
す。
　新制度では、教育委員長と教育長を一本化
した新たな責任者となる、新教育長を置くと
されておりますが、この新教育長は、地方公
共団体の首長が議会の同意を得て任命・罷免
するものであること、さらには、首長と教育
委員会により構成される総合教育会議につい
ては、①首長が、この会議を主宰し、招集す
るものであること、②教育行政の大綱や重点
的に講ずべき施策について協議・調整する公
開の会議として、首長が公の場で教育行政に
ついて論議することが可能になること̶な
ど、これまでの手続等に加え、首長は、一層
教育行政に関与することが可能となるものと
考えております。̶議会であまり質問が出な
いことを期待しております̶。
　しかしながら、このように首長の関与は強
化されるわけですが、改正後におきまして
も、教育委員会はこれまで同様、独立した執
行機関として公正かつ適正に教育行政を執行
する権限を有するものとなっております。
　本市では、改正法の経過措置により、当面
の間は、教育委員長と教育長との二人体制が
継続することとなります。
　私としましては、今後とも、教育委員長や
教育委員、教育長としっかりと連携し、相互
に理解を深めながら教育行政に関わってまい
りたいと考えております。また、教育委員会
におかれましては、このたびの制度改正の趣
旨を十分に踏まえられ、今後とも本市の教育
行政をしっかりと進めていただきたいと考え
ております。

答

3. 教育について
　　教育行政について

　改正地方教育行政法が施行とな
るが、今後の本市の教育行政につい
て、市長の決意を問う。
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2. 魅力あるまちづくりについて
　「都市の総合力を高め、訪れた
い、暮らし続けたい、選ばれる、魅
力あるまちづくり」を推進する決意
と展望について問う。

問


